
１、創設初年度（令和 2年）は 2,501件 

低未利用土地等を譲渡した場合の 100万円特別控

除（租税特別措置法 35条の 3、以下「100万円控除

特例」という）の適用状況が、国税庁の最新資料（資

産税事務処理状況表）で分かりました。 

それによると、制度発足の令和 2年 7月から年末

までの令和 2年分の適用件数は、全国で 2,501件でし

た。12ある国税局別の適用件数は次の通りです（申

告者住所地ベース）。 

東京 501 札幌 139 

大阪 392 福岡 131 

名古屋 379 熊本 125 

関東信越 377 高松 64 

広島 126 金沢 80 

仙台 178 沖縄 9 

100万円控除特例の適用に必要な土地所在地の市区

町村の確認書交付実績（国土交通省令和 3年 7月公

表）によると、確認書交付実績は全国で 2,060件。こ

の中の約 2割は共有だったとされています。国税庁の

データは国土交通省のデータをほぼ裏付けるものとな

っています。 

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/0014693

88.pdf 

ただ、国土交通省の公表によると、都道府県 1団体

当たり平均で確認書は 44件とのこと。また、公表さ

れたグラフを見ると、例えば東京国税局管内の東京・

神奈川、千葉、山梨の確認書交付実績に比べ、明かに

申告件数の方が上回っており、申告者の地元の物件で

はなく、他の道府県の土地を譲渡している状況が見え

てきます。 

２、特例の概要 

 100万円控除特例は、個人が所定の低未利用土地等

を譲渡し、譲渡の後の当該低未利用土地等の利用につ

いて、市区町村長の確認がされたものの譲渡であっ

て、その対価の額の合計が 500万円以内である場合

に、譲渡所得の計算上 100万円を控除する制度で

す。 

この場合の譲渡対価 500万円以内の判定は、例え

ば、土地が共有であれば所有者ごとに判定します（措

置法通達 35の 3－2）。たとえば、兄弟 2人で持分 2

分の 1ずつ共有の土地を 900万円で譲渡した場合

は、兄弟で 500万円ずつの枠があるため、2人合わせ

て 1000万円以内となり、100万円控除特例の要件を

クリアしたことになります。 

３、低未利用土地とは 

低未利用地等とは、都市計画区域内にある土地基本

法第 13条第４項に規定する低未利用土地とされてい

ます。具体的には、居住の用、業務の用その他の用途

に供されておらず、又はその利用の程度がその周辺の

地域における同一の用途若しくはこれに類する用途に

供されている土地の利用の程度に比し著しく劣ってい

ると認められる土地や、その低未利用土地の上に存す

る権利のことです。 

 国土交通省が確認書を交付するにあたって出した文

書「低未利用土地等の譲渡に係る所得税及び個人住民

税の特例措置の適用に当たっての要件の確認につい

て」によると、「低未利用土地とは、具体的には、空

き地（一定の設備投資を行わずに利用がされている土

地を含む。）及び空き家・空き店舗等の存する土地と

する。ただし、コインパーキングについては、一定の

設備投資を行い、業務の用に供しているものではある

が、譲渡後に建物等を建ててより高度な利用をする意

向が確認された場合は、従前の土地の利用の程度がそ

の周辺の地域における同一の用途又はこれに類する用

途に供されている土地の利用の程度に比し著しく劣っ

ており低未利用土地に該当すると考えて差し支えな

い。」とされています。低未利用土地等に該当するか

どうかは、これで判断するのがよさそうです。 

４、その他の要件等 

ただし、親族等所定の特別関係者への譲渡ではない

こと、譲渡の前 3年間に譲渡した土地を分筆して 100

万円控除特例の適用を受けている等所定の譲渡所得課

税の特例を受けていないことが適用の要件です。手続

きは、確定申告書に計算明細書、譲渡した土地が低未

利用土地等であること及びその利用について市区町村

長が確認した確認書、その土地が分筆等され同特例の

適用を受けていないこと等がわかる書類を付けて申告

します。適用期限は 2022年 12月 31日まで。もっと

も「空地・空き家」の増加を抑制する制度創設趣旨か

らすると、制度の適用期限延長も考えられます。しか

し利用していない不動産に係る固定資産税等の固定費

を削減し、保有財産のリストラをするには、活用しが

いのある特例になっているので、チャンスがあるうち

に検討したいところです。  

低未利用地等を譲渡した場合の 100万円特別控除の適用状況 

 作成 
税理士法人タクトコンサルティング 
株式会社タクトコンサルティング 

TEL 03－5208－5400 
URL  http://www.tactnet.com 

 
 税 理 士  森 繁 之 助 

 

令和４年６月１３日 №476 


